
 
 

 

 

9: 産業と技術革新の基盤をつくろう 

レジリエントなインフラを整備し、持続可能な産業化を推進する

とともに、イノベーションの拡大を図る 

 

 

輸送や灌漑、エネルギー、情報通信技術といったインフラへの投資は、多くの国で持続可 

能な開発を達成し、コミュニティーのエンパワーメントを図るうえで欠かせません。生産

性と所得の向上や、健康・教育面での成果改善にインフラへの投資が必要なことは、以前

から認識されています。 

製造業は経済開発と雇用の重要な牽引役です。しかし現時点で、製造業の 1 人当たり付加 

価値は欧米の 4,500 米ドルに対し、後発開発途上国ではわずか 100 米ドルに止まってい 

ます。検討すべきもう一つの重要要因として、製造工程中の二酸化炭素排出が挙げられます。 

排出量は過去 10 年間に多くの国で減少しましたが、減少のペースは全世界で一様ではあ 

りません。 

技術の進歩は、資源効率と省エネの向上をはじめとする環境目標の達成に向けた取り組 

みの基盤となります。 

技術とイノベーションがなければ、産業化は起こり得ず、産業化がなければ開発も実現しま 

せん。製造業の生産で大きな割合を占めるハイテク製品への投資を拡大し、効率を高めると 

ともに、人々のつながりを増やす 

移動・携帯通信サービスに注力する必要があります。 

 

【ターゲット】 

9.1  すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支援

するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱（レジ

リエント）なインフラを開発する。 

9.2  包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030 年までに各国の状況に応じて雇用及

び GDP に占める産業セクターの割合を大幅に増加させる。後発開発途上国については

同割合を倍増させる。 

9.3  特に開発途上国における小規模の製造業その他の企業の、安価な資金貸付などの金融

サービスやバリューチェーン及び市場への統合へのアクセスを拡大する。 

9.4  2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・産業

プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性を向上させ

る。すべての国々は各国の能力に応じた取組を行う。 

9.5  2030年までにイノベーションを促進させることや100万人当たりの研究開発従事

者数を大幅に増加させ、また官民研究開発の支出を拡大させるなど、開発途上国をはじ

めとするすべての国々の産業セクターにおける科学研究を促進し、技術能力を向上さ



 
 

 

 

せる。 

9.a  アフリカ諸国、後発開発途上国、内陸開発途上国及び小島嶼開発途上国への金融・テ

クノロジー・技術の支援強化を通じて、開発途上国における持続可能かつ強靱（レジリ

エント）なインフラ開発を促進する。 

9.b  産業の多様化や商品への付加価値創造などに資する政策環境の確保などを通じて、開 

発途上国の国内における技術開発、研究及びイノベーションを支援する。 

9.c  後発開発途上国において情報通信技術へのアクセスを大幅に向上させ、2020年まで

に普遍的かつ安価なインターネット・アクセスを提供できるよう図る。 

 

※本資料は、国際連合広報センターHP（https://www.unic.or.jp/）からの情報により作成しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


